
1.　総　　　括

（1）　収 益 的 収 支

25 年 度 26 年 度 前 年 比

（円） （円） （％）

水 道 事 業 収 益 1,751,617,891 1,800,418,443 102.8

水 道 事 業 費 用 1,607,272,275 1,751,464,096 109.0

差 引 144,345,616 48,954,347 33.9

（2）　資 本 的 収 支

25 年 度 26 年 度 前 年 比

（円） （円） （％）

資 本 的 収 入 292,715,008 139,394,774 47.6

資 本 的 支 出 894,289,528 932,075,848 104.2

差 引 △ 601,574,520 △ 792,681,074 131.8

メモ

区 分

区 分
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2.　損　益　計　算　書

金 額 構成比 金 額 構成比

（円） （％） （円） （％）

1,377,745,460 76.5 1,573,246,330 87.3

89,990,597 5.0 1,451,166,181 80.6

143,585,487 8.0 34,164,200 1.9

107,160,643 6.0 41,814,639 2.3

91,865,616 5.1 9,587,822 0.5

19,469,923 1.1 36,513,488 2.0

31,494,347 1.7 195,420,760 10.9

87,663,313 4.9 1,171,523 0.1

74,557,866 4.1 1,062,000 0.1

695,554,434 38.6 44,320,338 2.4

36,403,234 2.0 148,866,899 8.3

175,223,885 9.8 31,751,353 1.8

174,169,392 9.7 31,751,353 1.8

1,054,493 0.1

198,494,751 11.0

335,106 0.0

198,159,645 11.0

48,954,347 2.7

1,800,418,443 100.0 1,800,418,443 100.0

当年度純利益

計 計

雑 支 出

特 別 損 失

過年度損益修正損

その他特別損失

資 産 減 耗 費 雑 収 益

営 業 外 費 用 特 別 利 益

支 払 利 息 その他特別利益

業 務 費 受 取 利 息

総 係 費 他 会 計 補 助 金

減 価 償 却 費 長期前受金戻入

給 水 費 他 会 計 補 助 金

漏 水 防 止 費 その他営業収益

受 託 工 事 費 営 業 外 収 益

原 水 費 給 水 収 益

浄 水 費 受 託 工 事 収 益

配 水 費 他 会 計 負 担 金

借 方 貸 方

科 目 科 目

営 業 費 用 営 業 収 益
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3.　貸　借　対　照　表

金 額 構成比 金 額 構成比
（円） （％） （円） （％）

15,304,885,322 91.0 8,000,662,199 47.6

14,982,905,965 89.1 7,623,516,541 45.3

483,280,082 2.9 377,145,658 2.3

663,091 0.0 297,040,777 1.8

342,644,733 2.0 80,104,881 0.5

11,831,850,269 70.4 499,567,263 2.9

2,294,848,396 13.7 327,771,779 1.9

6,305,309 0.0 86,133,597 0.5

23,314,085 0.1 73,834,600 0.4

6,979,357 0.0 11,827,287 0.1

90,600 0.0 10,027,062 0.1

6,888,757 0.0 1,800,225 0.0

315,000,000 1.9 1,101,961,946 6.6

315,000,000 - 1,101,961,946 -

1,510,716,270 9.0 4,462,340,651 26.5

199,414,456 1.2 2,751,069,533 16.4

195,975,249 1.1 60,161,959 0.4

△ 5,685,063 - 60,161,959 -

16,011,628 0.1 2,690,907,574 16.0

1,000,000,000 6.0 2,690,907,574 -

105,000,000 0.6

16,815,601,592 100.0 16,815,601,592 100.0計 計

利 益 剰 余 金

現 金 預 金

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

そ の 他 流 動 資 産

剰 余 金

投 資

資 本 剰 余 金

他 会 計 貸 付 金

受贈財産評価額

流 動 資 産

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

資 本 金

そ の 他 無 形
固 定 資 産

預 り 金

引 当 金

車 両 運 搬 具

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

工具器具及び備品

建 物 修 繕 引 当 金

流 動 負 債構 築 物

企 業 債

未 払 金

機 械 及 び 装 置

有 形 固 定 資 産 企 業 債

土 地 引 当 金

立 木 退職給付引当金

借 方 貸 方

科 目 科 目

固 定 資 産 固 定 負 債
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4.　費　用　構　成

年 度

金 額 構成比 金 額 構成比

項 目 （円） （％） （円） （％） （％）

給 料 100,251,264 6.2 102,045,972 5.8 101.8

手 当 等 61,530,823 3.9 53,239,646 3.0 86.5

退 職 給 与 金 100,000,000 6.2 0 0.0 0.0

報 酬 56,658,780 3.5 51,154,052 2.9 90.3

法 定 福 利 費 44,643,007 2.8 43,767,143 2.5 98.0

動 力 費 78,129,904 4.9 84,284,776 4.8 107.9

薬 品 費 46,744,268 2.9 47,452,064 2.7 101.5

修 繕 費 44,789,885 2.8 45,702,562 2.6 102.0

材 料 費 2,191,250 0.1 1,421,700 0.1 64.9

工 事 請 負 費 19,732,000 1.2 26,070,000 1.5 132.1

支 払 利 息 180,327,362 11.2 174,169,392 10.0 96.6

減 価 償 却 費 682,873,238 42.5 695,554,434 39.7 101.9

資 産 減 耗 費 35,807,192 2.2 36,403,234 2.1 101.7

そ の 他 153,593,302 9.6 390,199,121 22.3 254.0

計 1,607,272,275 100.0 1,751,464,096 100.0 109.0

25 年 度 26 年 度
前年比
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5.　給　水　原　価

（1）　部門別原価構成表

再　計 1,443,045,406 163.41 1,330,613,486 154.90 92.2

浄水処理業務等
受 託 料 相 当 額

△ 141,502,452 △ 146,541,174 103.6

合　計 1,584,547,858 179.43 1,477,154,660 171.96 93.2

長期前受金戻入 △ 44,320,338 △ 5.16 －

小　計 1,584,547,858 179.43 1,521,474,998 177.12 96.0

雑 支 出 598,614 0.07 1,054,493 0.12 176.2

支 払 利 息 180,327,362 20.42 174,169,392 20.28 96.6

資 産 減 耗 費 35,807,192 4.05 36,403,234 4.24 101.7

減 価 償 却 費 682,873,238 77.33 695,554,434 80.97 101.9

総 係 費 186,611,177 21.13 74,557,866 8.68 40.0

業 務 費 88,100,200 9.98 87,663,313 10.20 99.5

漏 水 防 止 費 34,336,976 3.89 19,469,923 2.27 56.7

給 水 費 60,498,579 6.85 91,865,616 10.69 151.8

配 水 費 92,822,879 10.51 107,160,643 12.47 115.4

浄 水 費 139,848,116 15.83 143,585,487 16.72 102.7

（％）

原 水 費 82,723,525 9.37 89,990,597 10.48 108.8

原 価 金 額 原 価

項 目 （円） （円） （円） （円）

年 度 25年 度 有 収 水 量 26年 度 有 収 水 量

前年比8,830,925 ㎥ 8,589,935 ㎥

金 額
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（2）　目的別原価構成表

（3）　給水原価の推移

（4）　供給単価の推移

※有収水量は、登別市との分水契約解消により平成23年度から室蘭市水量を計上している。

H26年度供給単価
8,589,935

167.97 167.77 168.55 168.94

給水収益 1,451,166,181
＝ 168.94

年間総有収水量
＝

23 24 25 26

単価（円／㎥） 155.38 155.48 155.97 154.32 153.04

164.81 167.47 163.41 154.90

年            度 18 19 20 21 22

23 24 25 26

原価（円／㎥） 152.42 150.55 153.78 158.27 141.22

年            度 18 19 20 21 22

再　計 1,443,045,406 163.41 1,330,613,486 154.90 92.2

浄水処理業務等
受 託 料 相 当 額

△ 141,502,452 △ 146,541,174 103.6

合　計 1,584,547,858 179.43 1,477,154,660 171.96 93.2

長期前受金戻入 △ 44,320,338 △ 5.16 －

小　計 1,584,547,858 1,521,474,998 96.0

そ の 他 150,608,185 17.05 191,340,833 22.27 127.0

支 払 利 息 180,327,362 20.42 174,169,392 20.28 96.6

資 産 減 耗 費 35,807,192 4.05 36,403,234 4.24 101.7

減 価 償 却 費 682,873,238 77.33 695,554,434 80.97 101.9

材 料 費 2,191,250 0.25 1,421,700 0.17 64.9

修 繕 費 44,782,585 5.07 40,641,752 4.73 90.8

薬 品 費 46,744,268 5.29 47,452,064 5.52 101.5

動 力 費 78,129,904 8.85 84,284,776 9.81 107.9

（％）

人 件 費 363,083,874 41.12 250,206,813 29.13 68.9

原 価 金 額 原 価

項 目 （円） （円） （円） （円）

年 度 25年 度 有 収 水 量 26年 度 有 収 水 量

前年比8,830,925 ㎥ 8,589,935 ㎥

金 額
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メモ
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6.　経　営　分　析

※算出基礎は、改正後の地方公営企業会計基準による。

（移行後期首（自己資本＋繰延収益）＋期末（自己資本＋繰延収益））÷２

期 末 有 利 子 負 債

100
（移行後期首総資本＋期末総資本）÷２

当 年 度 経 常 利 益

100

×

償 却 資 産 ＋ 当 年 度 減 価 償 却 費

100

×

営 業 費 用 － 受 託 工 事 費 用

固 定 資 産

固定負債＋資本金＋剰余金＋繰延収益

100

100

現金預金＋（未収金－貸倒引当金）

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

×

100

× 100
固 定 資 産

総 資 産

負 債 資 本 合 計

固 定 負 債

当 年 度 減 価 償 却 費

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

（移行後期首流動資産＋期末流動資産）÷２

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

流 動 資 産

流 動 負 債

企 業 債 元 利 償 還 金

料 金 収 入
×

100

100

支 払 利 息

算 出 基 礎項　　　　　　　　　　　目

×

100

100

構
成
比
率

固定資産構成比率

固定負債構成比率 （％） ×

（％）

自己資本構成比率 （％） ×
資本金＋剰余金＋繰延収益

負 債 資 本 合 計

流動比率 （％）

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

経 常 費 用

財
　
務
　
比
　
率

固定資産対長期資本比率 （％） 100

固定比率 （％）
資本金＋剰余金＋繰延収益

固 定 資 産

流 動 負 債

現金預金比率 （％）
現 金 預 金

×

酸性試験比率 （％） ×

流 動 負 債
100

回
　
　
転
　
　
率

自己資本回転率 （回）

固定資産回転率 （回）

流動資産回転率 （回）

（移行後期首固定資産＋期末固定資産）÷２

未収金回転率 （回）
（移行後期首未収金＋期末未収金）÷２

収
　
益
　
率

総資本利益率 （％）

100
総収支比率
(総収益対総費用比率)

（％）
総 収 益

×
総 費 用

営業収支比率
(営業収益対営業費用比率)

（％） ×

そ
　
　
　
の
　
　
　
他

減価償却率 （％） × 100

利子負担率 （％）

企業債償還金対減価償却費率 （％） × 100
企 業 債 償 還 金

当 年 度 減 価 償 却 費

企業債償還金対料金収入比率 （％） × 100
料 金 収 入

企 業 債 償 還 金

企業債利息対料金収入比率 （％）
企 業 債 利 息

企業債元利償還金対料金収入比率 （％）

料 金 収 入

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

職 員 給 与 費
×

職員１人当り営業収益 （千円）

職員給与費対料金収入比率 （％） 100

損 益 勘 定 所 属 職 員 数

労働装備率
(職員１人当り有形固定資産)

（千円）
全 職 員 数

有 形 固 定 資 産

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

料 金 収 入

経常収支比率
(経常収益対経常費用比率)

（％）
経 常 収 益

×

× 100

×
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※類似団体数値とは、全道の給水人口10万未満5万以上の都市の平均値

63,348

109.1

0.1

0.9

109.0

474,728

2.1

36.2

16.6

12.1

28.7

24.4

112.8

4.4

1,732.9

499.0

210.2

0.2

8.4

1.1

49.3

92.8

総資本に対する固定負債と借入資本金の割合を示しています。事業体の他人資
本依存度を示す指標です。

総資本に占める自己資本の割合を示すもので、この比率が低ければ低いほど財
務の長期健全性は悪いということができます。

固定資産が、どの程度返済期限のない自己資本などの長期資本・借入金により
賄われているかを示し、この比率は100％以下であることが望ましいです。

110.7

5.6

30.9

21.0

187.6

90,092

606,473

116.0

3.5

2.3

60.2

10.9

9.8

89.9

38.6

60.5

90.7

25年度
類似団体数値25年度

92.4

50.3

91.0

148.6

1,111.3

1,008.0

47.6

184.1

49.5

841.5

111.9

0.2

0.1

1.4 1.0

93.8

302.4

自己資本がどの程度固定資産に投下されているかを示しています。

78.0

39.9

0.2

0.1

1.1

7.7

3.3

102.8

2.2

114.3

51.1

4.6

61,563

36.5

損益勘定一人当たりの生産性を営業収益を基準に示しております。

経常費用に対する経常収益の割合をみるもので、100％以下であれば経常損失
を生じ、高いほど経常利益率が高いことを表しています。

468,216

自己資本に対する営業収益の割合であり、期間中の自己資本に対して営業収益
の比率を示しています。

固定資産に対する営業収益の割合であり、期間中に固定資産に対する営業収益
の比率を示し、固定資産の利用度を表しております。

流動資産の経営活動における回転度を表し、この率が高いときは流動資産の平
均保有高が少ないということです。

17.2

12.0

資産合計中の固定資産の割合を示すものです。一般的に比率が低いほうが柔軟
な経営が可能となります。

給水収益に対する職員給与費の割合。

未収金に対する営業収益の割合を表し、一般的にこの率が高いほど未収期間が
短く、早く回収されることを表しています。

総資本の収益性をみる指標で、事業の経常的な収益力を総合的に示していま
す。数値が高いほど収益性が高いことになります。

費用総額に対する収益総額の割合をみるもので、100％以下であれば損失を生
じ、高いほど利益率が高いことを表しています。

流動負債に対する流動資産の割合で、短期債務の支払能力の指標です。100を
下まわっている場合は不良債務が発生していることになります。

営業費用が営業収益によってどの程度賄われているかを示し、この比率が高い
ほど営業利益率が高いことを表しています。

償却対象固定資産に対する平均償却率で、水道事業の施設は比較的長い耐用年
数の資産が多く、数値が低い傾向にあります。

26年度 経 営 分 析 指 標 の 説 明

流動負債に対する流動資産のうち、現金・預金、換金性の高い未収金等の割合
を示し、短期債務に対する支払能力を表しております。

24.5

職員一人当たりの固定資産額で、職員一人当たり、どの程度の設備を保有して
いるか表しています。

有利子の借入資本金等に対する支払利息の割合、金利の高い借入を行った場合
は、利子負担率が高くなります。

投下資本の回収と再投資とのバランスを示し、企業債の償還が減価償却額の範
囲内で賄われているかどうかを示しています。

給水収益に対する企業債償還金の割合。

給水収益に対する企業債利息の割合。

支払義務としての流動負債に対する支払手段としての当座資産（流動資産のう
ち、現金・預金、換金性の高い未収金等）の割合を示しています。

113.9

給水収益に対する企業債元利償還金の割合。
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